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５ 不動産を賃貸しようとしたら、相続時に共有者となった

人の行方が分からなくなっていたときは

Ｑ
母が亡くなり、私と兄は、母の所有していた賃貸マ

ンションを2分の1ずつ相続しました。私は、引き続き

そのマンションを賃貸し、空室については新しく入居

者を募集したいと考えています。もっとも、兄は、数年前に、ア

メリカで起業すると言って渡米したまま、一度も帰ってきておら

ず、音信不通です。兄がどこに住んでいるのかも分からず、電話

をかけても出てくれないので、兄の意見を確認することもできま

せん。私だけで、母のマンションを賃貸することはできないでし

ょうか。

Ａ
相談者の共有持分は過半数に満たないため、令和3

年改正前の民法が適用される事案では、賃貸が共有物

の管理行為・変更行為のいずれに該当する場合も、相

談者のみでマンションの新規賃貸をすることはできません。

しかし、令和3年改正民法により、裁判所の決定を得れば、行方

不明者以外の共有者の持分価格を基準に管理行為及び変更行為が

できるようになりました。行方不明者の共有持分を除けば相談者

の共有持分割合は100％になりますので、令和3年改正民法が適用

される場合は、相談者のみで、管理行為だけでなく、変更行為に

該当する長期賃貸をすることも可能です。

解 説

１ 令和3年改正前民法

共有物の賃貸は、原則として共有物の管理行為に該当し、共有者の
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22 未分割遺産である不動産について倒壊等の危険があると

きは

Ｑ
父母が亡くなり自宅兼工場を兄と2人で相続しまし

た。法定相続分は各2分の1です。築年数が古く、工場

部分はトタン板で覆われているのですが、トタン板が

剥がれそうな状況です。台風などにより屋根やトタン板が飛ばさ

れて近くの家を傷付けたり通行人に怪我をさせてしまわないか不

安です。このような場合、不動産の管理をどのように進めていけ

ばよいでしょうか。また、管理が難しそうなので相続放棄をする

ことも考えています。

Ａ
相続人が複数いる場合、相続開始から遺産分割まで

の間、全ての遺産は法定相続分に応じた各相続人の共

有状態となります。遺産の管理について、保存行為は

各相続人が単独で行うことができますが、管理行為は法定相続分

の持分価格の過半数の同意により行います。

なお、相続放棄をした場合でも管理義務が生じる場合がありま

すので、注意が必要です。

解 説

１ 未分割の遺産についての管理

民法は、相続人が数人あるときは、相続財産は、その共有に属する

と規定し（民898）、この共有の意味については判例が民法249条以下の

「共有」と同一であるとしています（最判昭30・5・31民集9・6・793）。

そして、管理についても共有の規定に従うため、保存行為について
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２ 相続人の相続財産保存義務

令和3年改正前の民法940条1項は「相続の放棄をした者は、その放棄

によって相続人となった者が相続財産の管理を始めることができるま

で、自己の財産におけるのと同一の注意をもって、その財産の管理を

継続しなければならない。」と規定していたものの、全員が相続放棄を

して相続人が不存在となる場合には誰が管理義務を負うのか、相続財

産を把握していない場合にも管理義務を負うのか、例えば遠隔地の不

動産についても管理義務を負うのか、といった解釈上の疑問点があり

ました。

改正民法では940条1項を「相続の放棄をした者は、その放棄の時に

相続財産に属する財産を現に占有しているときは、相続人又は第952

条第1項の相続財産の清算人に対して当該財産を引き渡すまでの間、

自己の財産におけるのと同一の注意をもって、その財産を保存しなけ

ればならない。」と改め、相続財産の占有者に対してのみ相続財産の「保

存」義務を課すこととし、かつ、相続人又は相続財産法人に当該財産

を引き渡して占有を移転した時にその義務が終了することも明確にし

ました。

これによって、相続人が占有していない不動産がある場合、全員相

続放棄してしまうと誰も相続財産の保存義務を負わないこととなりま

す。そこで、管理不全不動産が第三者に害悪を及ぼす場合には、改正

民法で新たに設けられた所有者不明土地建物の管理制度や管理不全土

地建物の管理制度、又は改正された相続財産管理制度を活用して対応

することが想定されます（Ｑ２参照）。

本事例の相談者は、相続放棄も検討しているようであるところ、相

談者が相続放棄をした場合、相談者が自宅兼工場を占有していない場

合は特段の義務を負うことはありませんが、占有している場合は、兄

に引き渡すまでは相続財産の保存義務を負うことになります。したが
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って、相続放棄をする場合は、速やかに兄に対し相続放棄をしたこと

を告げ、建物の危険性についても告知した上、鍵を渡して占有を兄に

引き継ぐといった行動をとっておくことが必要です。また、兄も相続

放棄をする意向である場合は、次順位の相続人に占有を引き継ぐ必要

があります。

Advice

相続人全員が相続放棄をし、次順位の相続人が不存在となる場合は、

相続財産を占有している相続放棄者は、保存義務をいつまでも負うこと

となりかねません。

そこで、相続財産を占有している相続人は、民法952条1項に基づき相

続財産の清算人（令和3年改正前民法では相続財産管理人）選任の申立て

を行い、相続財産の占有を引き継ぐことが必要です。

本事例のように、老朽化が進み第三者へ損害を与える危険が高い不動

産を相続したような場合、相続放棄をするか否かの判断に際しては、他

の相続人の動向にも留意しつつ、速やかに相続財産の清算人選任の申立

てを行う必要がある場合があることも踏まえて検討することが重要とな

ります。

4頁

第３章 現況をめぐる相談 127

5頁 〔MFS0022〕【仁科(仁駒木)】

MFS0047.smd  Page 2 22/08/26 15:35  v3.50
問題不動産相続･偶数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

47 相続した不動産に買戻特約の登記がされているときは

Ｑ
先日父が亡くなり、私が父名義のマンションを相続

することになりましたが、相続登記を申請しようとし

たところ、前所有者名義の買戻特約の登記が残ってい

ました。今後このマンションを売却しようと考えていますが、買

戻特約の登記が残ったままだと売却できないと言われました。ど

のようにすればよいでしょうか。

Ａ
買戻特約には買戻しの期間が登記されています。こ

の期間が満了していれば買戻特約の抹消登記を申請し

て売却することができますし、期間が満了していなけ

れば期間満了まで待ってから買戻特約の抹消登記を申請して売却

することになります。抹消登記の申請方法は、買戻特約の日から

の経過年数等によって異なりますが、いずれの場合でも買戻特約

の抹消登記に先行して相続人への相続登記が必要となります。

解 説

１ 買戻特約の登記とは

不動産売買において、売買契約の特約として、買主が支払った売買

代金及び契約費用を売主が返還することで売買契約の解除をすること

ができることを定めることができます（民579）。これを買戻特約とい

います。平成29年民法改正によって、制度の合理化の観点から、買戻

権を行使する際に売主が返還すべき金額について、売買代金及び契約

費用とするだけでなく、売主と買主の合意で定めた金額及び契約費用

とすることができるようになりました。

買戻しの期間は10年を超えない範囲で定めることができ、その後に
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年改正後不動産登記法70条2項の新設により、「登記された買戻しの期

間が満了している場合において、相当の調査が行われたと認められる

ものとして法務省令で定める方法により調査を行ってもなお共同して

登記の抹消の申請をすべき者の所在が判明しないときは、その者の所

在が知れないものとみなして、同項〔不登70①〕の規定を適用する。」と

されました。この法務省令で定める方法については、「登記記録上の

住所における住民票の登録の有無やその住所を本籍地とする戸籍や戸

籍の附票の有無、その住所に宛てた郵便物の到達の有無等を調査し、

転居先が判明するのであればこれを追跡して調査すれば足りるものと

し、このような調査を行っていれば、現実に現地を訪れての調査まで

しなくともよい」（補足説明206頁、部会資料35 4頁）とされ、申立ての要

件が緩和されました。

税務上の留意点

買戻特約の登記を抹消し、不動産を売却した場合には、譲渡所得に

ついて所得税が課されることになります。

譲渡所得の金額は収入金額から取得費及び譲渡費用を控除して計算

されますが（所税33③）、相続により取得した不動産を売却する場合の

譲渡所得の計算については、相続人がその資産を引き続き所有してい

たものとみなして、取得費は被相続人による取得価額をそのまま引き

継いで計算されます（一定の場合を除きます。）（所税60①）。

また、相続により取得した不動産をその相続があった日の翌日から

相続税申告書の提出期限の翌日以後3年以内に譲渡した場合には、相

続税額のうち譲渡した不動産に対応して計算した金額を譲渡所得の計

算における取得費に加算することができます（租特39①）。
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